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本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３１条に基づき研究評価委員会において

設置された「再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業」（事後評価）の研究評価委員会

分科会（第１回（平成２６年１１月２５日））において策定した評価報告書（案）の概要で

あり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第４２回研究評価委

員会（平成２７年３月２６日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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「再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業」（事後評価） 

評価概要（案） 

 

１．総論 
１．１ 総合評価 
エネルギー基本計画等に基づき、特に再生エネルギー熱利用や排熱利用の促進になくては

ならない熱計測技術を取り上げ実証したことは大変意義がある。再生可能エネルギーを利用

する設備への投資低減に資するグリーン熱証書のような仕組みを普及させるためにも意義

がある。なお、再生可能エネルギー熱利用が普及しない原因を列挙し、そのうえで一つの要

因である計測に係るコスト低減に取り組むことを説明したほうがよいと感じた。また、実用

化（熱量認証要件の制定）及びグリーン熱証書を活用したコスト低減による再生可能エネル

ギー熱利用の普及に至る道筋と実現可能性について、より具体的に提示できるとよい。 
多様な個別テーマが適切な管理及び実施体制の下、3 年間に渡って円滑に遂行されており、

目標に対して十分な成果が得られている。ただし、計測の専門家がもう少しメンバーに加わ

る必要性があったと思われる。今後は、計測費用の低減を強く意識して、早い実装を期待し

たい。 

 
１．２ 今後に対する提言 
グリーン熱証書、J クレジットでの認証をいち早く取り、実装した成功事例を出して頂き

たい。 
シミュレーションと消費側での安価な計測結果を補完的に併用する計測技術は、広範囲に

渡る活用可能性があると考えられる。グリーン熱事業者及び購入業者にヒアリング調査を行

ったり、稼働実績を分析したりすることにより、太陽熱、地中熱、雪氷熱の利用においても

実用化に向けた知見が得られるのではないか。成果報告、展示イベント、海外への情報発信

等も検討して欲しい。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
「再生可能エネルギー熱利用技術の開発・確立」という観点から、エネルギー基本計画の

目標達成に資する事業であり、その新規性や公益性からも NEDO が扱う事業として適切で

あった。グリーン熱証書、簡易計測、見なし計測などの仕組みを普及させる本取り組みを民

間企業だけで推進することは難しく、NEDO の関与が必要な事業と考える。 
エネルギー基本計画の目標達成のための多くの方策の有効性や実効性、波及性、優先順位

などからみて、本事業の「太陽熱、地中熱、雪氷熱の熱利用技術の開発」がどのように位置

づけられるのかが具体的に整理されているとさらによい。また、普及促進が遅れている原因

を列挙し、その対策の中の一つの取り組みが本事業であることを明確に説明することも必要
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であると感じた。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
研究開発目標、研究開発計画、事業体制、マネジメント、いずれも妥当であり、各個別テ

ーマの立案や運営面においても十分に浸透している。ただし、目標については、一律に 20%
の誤差目標を適用せず、開発の難易度に応じて設定してもよかったかもしれない。 
研究開発の実施体制は適切であり、連携も十分行われている。ただし、フィールド計測の

専門家は含まれているが、そもそも計測自体を専門とする専門家があまり含まれていなかっ

たことから、データの整理方法に懸念の残るものもある。 
情勢変化に対しては、雪氷熱利用計測技術実証について検証を適切に 2 年間継続延長して

いる。 

 
２．３ 研究開発成果について 
当初の目標を達成している。コスト面に優位性があることから汎用性が高い技術であり、

今後多くの実システムに実装される可能性も高い。ただし、各個別テーマをみると、計測技

術の確立度合いには差があるように感じる。一律に「計測技術を確立した」と言い切ること

は無理があり、他の実施主体がどの施設においても同様の計測が可能であり同様の結果を出

せるという状態をもって、「技術を確立」と表現すべきであると思う。 
学会発表、論文などで発表、公知化されており、成果の実用化に向けてしっかりと取り組

まれていると感じた。公表は展示会などを中心とし、学協会などの講演会での発表や一部論

文に採用されているが、対外的な論文、国際論文が少ない。今後、成果を論文として公表さ

れることを期待したい。 

 
２．４ 実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
認証基準の要件が曖昧な状況であるが、各個別テーマにおいて計測誤差やコスト等の数値

目標をクリヤすべく努力している。いずれの個別テーマもグリーン熱証書の認定基準策定に

向けた始動の一歩となっており、一部にはグリーン熱証書の申請に向けて始動しているもの

もあり、成果の実用化に向けた取り組みは着実に行われていると考える。 
ただし、誰がどのように引き続き、実用化に取り組むのかについては、検討不十分に感じ

る。6 つの個別テーマで実用化に向けた可能性や課題、達成速度は異なるはずであり、実用

化（熱量認証要件の制定）に向けた戦略やマネジメント、実現可能性、課題とその対応策等

がより具体的に検討・分析されることが望ましい。計測コストの低減が必要な技術もいくつ

か見られる。また、成果の汎用性を増すために、大学や公的機関におけるシミュレーション

技術等をもっと活用されるべきであったと思われる。 
事業全体として、社会実装する段階におけるバリアを予想して進めたか、社会で普及させ

るための標準化や認証について研究開発の段階から想定して事業を進めたか、国際標準や国

際認証を最初から視野に入れて計測技術の開発を進めることが重要である。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.8 A A A A A B

２．研究開発マネジメントについて 2.5 A A B A B B

３．研究開発成果について 2.0 B B B B B B

４．実用化に向けての見通し及び取り組みにつ

いて 
2.0 B B B B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．実用化に向けての見通し及び 
取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 

平均値 

2.0 

2.0 

2.5 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化に向けての見通し及

び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



 

研究評価委員会｢再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業｣ 

(事後評価)分科会 

 

日時: 平成 26 年 11 月 25 日（火）10:00～16:30 

場所: WTC コンファレンスセンター Room A 

   (東京都港区浜松町 2丁目 4番 1号 世界貿易ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 3 階) 
                

議事次第 

【公開セッション】 

 1. 開会、資料の確認          (説明 5分)   10:00～10:05 

 2. 分科会の設置について          (説明 5分)   10:05～10:10 

 3. 分科会の公開について          (説明 5分)   10:10～10:15 

 4. 評価の実施方法について          (説明 15 分)   10:15～10:30 

 5. プロジェクトの概要説明 

   5.1 ｢事業の位置付け･必要性｣及び｢研究開発マネジメント｣について(説明 15 分)  10:30～10:45 

   5.2 ｢研究開発成果｣及び｢実用化に向けての見通し及び取り組み｣について 

                (説明 10 分)   10:45～10:55 

   5.3 質疑応答           (質疑 20 分)   10:55～11:15 

 

    ---- (一般傍聴者退室) ----     (昼食 60 分) -------------      11:15～12:15 

 

【非公開セッション】 

 6. プロジェクトの詳細説明          

 研究開発成果について／実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 6.1 太陽熱利用計測技術   

   1）太陽熱給湯利用          (説明 15 分)   12:15～12:30 

                (質疑 15 分)   12:30～12:45 

   2）太陽熱空調 (液体利用)          (説明 15 分)   12:45～13:00 

                (質疑 15 分)   13:00～13:15 

   3）太陽熱空調 (空気利用)          (説明 15 分)   13:15～13:30 

                (質疑 15 分)   13:30～13:45 

 

    ---- (休憩 15 分) --------------               13:45～14:00 

 6.2 地中熱利用計測技術 

   1）地中熱管内計測          (説明 15 分)   14:00～14:15 

                (質疑 15 分)   14:15～14:30 

   2）地中熱管外計測           (説明 15 分)   14:30～14:45 

                (質疑 15 分)   14:45～15:00 
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 6.3 雪氷熱利用計測技術          (説明 15 分)   15:00～15:15 

                (質疑 15 分)   15:15～15:30 

 

    ---- (休憩 15 分) --------------               15:30～15:45 

7．全体を通しての質疑           (質疑 10 分)  15:45～15:55 

 

    ---- (一般傍聴者入室 5分) --------------            15:55～16:00 

 

【公開セッション】 

8. まとめ・講評           (講評 20 分)   16:00～16:20  

9. 今後の予定、その他          (説明 10 分)   16:20～16:30 

10.閉会  
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概 要 

 
最終更新日 平成２６年１１月１７日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム  

プロジェクト名 
再生可能エネルギー熱利用計測技術

実証事業 
プロジェクト番号 Ｐ１１０１２ 

担当推進部/担当

者 

新エネルギー部／ 

 主任研究員 生田目修志 （平成２５年６月～平成２６年１０月現在） 

 主査 太田勝啓   （平成２５年１月～平成２６年１０月現在）  

 主査 久保俊輔   （平成２３年７月～平成２５年６月） 

 主査 天明浩之   （平成２３年９月～平成２４年３月） 

０．事業の概要 

(1) 概要：太陽熱利用、雪氷熱利用、地中熱利用システムにおける、グリーン熱証書等の要求に見合う熱

量計測方法に係る実証事業を行う。 

(2) 事業規模：7 億円（共同研究、ＮＥＤＯ負担率 2/3） 

(3) 事業期間：平成 23 年度～25 年度（3 年間） 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

 政府は、当該事業開始の前年に当たる2010 年6 月にエネルギー基本計画の二次改定を行い、

2020 年までに再生可能エネルギーの一次供給に占める割合を10％まで高めるとし、太陽光、風

力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの利用拡大だけでなく、太陽熱利用等の様々な熱エネル

ギーの多様化したアプローチが求められていた。 

風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギー等の電力利用については、導入支援策の１つとし

て固定買取り制度の運用が検討されていたが、太陽熱、雪氷熱、地中熱（以下、グリーン熱）に関

しては、固定買取制度に馴染みにくいことから、グリーン熱供給者に経済的インセンティブをもた

らすものとして、グリーン熱の生み出す「環境価値」を「見える化」した、グリーン熱証書制度等

の更なる普及が望まれていた。 

しかし、グリーン熱として認証されるためには、いくつかの要件を満たす必要があり、中でも熱

の計測方法と計測に係るコスト増への対策が喫緊の課題とされている。 

本事業は、再生可能エネルギーに対する取組みを行ってきた実績がありかつ、グリーン熱証書発

行に必要とされる計測方法と低コストの計測手法を両立させる実証を中立的な立場にあるＮＥＤＯ

が行うことで、グリーン熱証書並びにグリーン熱の拡大に資するものである。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目標 

最終目標（平成25年度）  

 太陽熱利用設備、地中熱利用設備及び雪氷熱利用設備において使用される熱量を低コストかつ２

０％未満の誤差で計測する技術を確立する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy  

 
熱利用設備及び 

計測機器設置 
    

実証試験  
   

計測手法の確立  
 

  

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

 

 
契約種類： 
○をつける 
（委託（ ）助

成（ ） 共

同研究（負担

率（○） 

会計・勘定 Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy 総額 

一般会計     

特別会計(需給） 272 121 69 462 

開発成果促進財

源 

 

    

総予算額 272 121 69 462 

（委託）     

（助成） 
：助成率△/□ 

    

（共同研究） 
：負担率２/３ 

272 121 69 462 
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開発体制 

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 再生

可能エネルギー推進室 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
― 

委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数及び参加企業

名も記載） 

１）太陽熱利用計測技術 太陽熱給湯設備対応熱量計測 

 東京ガス株式会社  

 独立行政法人建築研究所  

 矢崎エナジーシステム株式会社  

２）太陽熱利用計測技術 太陽熱空調設備対応熱量計測 

 東京ガス株式会社  

 アズビル株式会社  

３）太陽熱利用計測技術 空気集熱式太陽熱熱量計測 

 ＯＭソーラー株式会社  

 独立行政法人建築研究所  

４）地中熱利用計測技術 地中熱システム対応熱量計測 

 NPO法人地中熱利用促進協会 

 ＪＦＥエンジニアリング株式会社  

 株式会社セブン-イレブン･ジャパン 

 応用地質株式会社  

 株式会社角藤 

 サンポット株式会社  

 株式会社萩原ボーリング 

 学校法人北海道尚志学園 

５）地中熱利用計測技術 地中熱管外熱量計測 

 新日鉄住金エンジニアリング株式会社  

６）雪氷熱利用計測技術 冷風循環設備対応熱量計測 

 株式会社土谷特殊農機具製作所 

情勢変化への対

応 

 震災後に変更されたエネルギー政策を踏まえ、我が国における再生可能エネルギー熱業界全体の

俯瞰と、最新の普及の状況・導入可能量の調査を元に、これまでに挙げられている普及課題に対

し、深堀りの調査を行い、今後普及拡大に向けて注力すべき再生可能エネルギー熱を明示、導入拡

大に向けた具体的な方策、目標を示すことを目的とした調査委託研究を実施した。 

中間評価結果へ

の対応 
― 

  
評価に関する事

項 

事前評価 
平成 22年度実施 担当部 新エネルギー部 

平成 23年度 NEDO POST3実施 

 

     

   

 

中間評価 ― 

事後評価 平成 26年度実施  担当部 新エネルギー部 
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Ⅲ．研究開発成果

について 

１）再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業 

（１）最終目標（平成25年度） 

 太陽熱利用設備、地中熱利用設備及び雪氷熱利用設備において使用される熱量を低コストかつ２

０％未満の誤差で計測する技術を確立する。 

（２）全体の成果 

 使用される熱量を低コストかつ２０％未満の誤差で計測する簡易(機器内部センサー等）計測 

技術を確立した。 

 

２）個別テーマの成果 

(１)太陽熱利用計測技術 太陽熱給湯設備対応熱量計測 

 特定計量器をリファレンスとして、下記3種の計測手法を戸建住宅および集合住宅において実負

荷もしくは模擬負荷により、全国101件のフィールドで実証試験を実施し、目標値を達成した。 

①� 簡易計測（外付け簡易熱量計）：安価で計測精度の高い計量器を外付して計測を行い、誤差

±10%以内を達成。量産化によるコストダウン見込みを得た。 

②� 簡易計測（内蔵センサー）：機器の運転制御用のセンサーを用いて、リモコンに表示される

計測値に基づく計測を行い、誤差±10%以内を達成。計測器コストは不要との見込みを得

た。 

③� 見なし計測（シミュレーション）：気象条件やシステムの特性値に基づくシミュレーション

の計算値による計測を行い、誤差±20%未満を達成。計測コストは不要との見込みを得た。 

 

（２）太陽熱利用計測技術 太陽熱空調設備対応熱量計測 

 業務用太陽熱利用冷暖房システムに標準計測機器（リファレンス）及び簡易計測器（超音波熱量

計）を組み込み実際の負荷条件のもとで１年以上計測し、誤差±20%未満を達成した。また、計測

コスト低減ができる見込みを得た。 

 

（３）太陽熱利用計測技術 空気集熱式太陽熱熱量計測 

 空気式の太陽熱利用暖房・給湯システムを対象とし、システムに内蔵されている温度センサーや

ファンモーター運転の指示値を用いて利用熱量を計測する簡易計測手法、ならびにシミュレーショ

ンを用いて利用熱量を推測する推定手法二種類の手法を検討し、共に目標値（誤差±20%未満）を

達成。また、計測コストは不要との見込みを得た。 

  

（４）地中熱利用計測技術 地中熱システム対応熱量計測 

 特定計量器等、高精度計量器をリファレンスとして、下記の計測手法による実証試験を実施し、

採熱ループでの温度差が極めて小さい一部の物件は誤差が大きくなったが、その他の物件では、全

て誤差±20%以内を達成した。また、計測費用については、簡易計測では計測コスト低減ができる

見通しを得た。 

１）<計測対象の熱媒体が水の場合> 

①簡易計測（電磁式流量計、測温抵抗体） 

②簡易計測（羽根車式流量計、測温抵抗体） 

２）<非水（計測対象の熱媒体が不凍液など）の場合> 

①簡易計測（電磁式流量計、熱電対温度計） 

②簡易計測（羽根車式流量計、サーミスタ） 

③簡易計測（羽根車式流量計、熱電対） 

④簡易計測（超音波式流量計、サーミスタ） 

３）＜推定手法＞ 

①ヒートポンプ圧縮機消費電力とメーカー線図から推定 

②一次側熱媒循環ポンプ消費電力等から一次側熱媒流量を推定し、一次側入出温度差との積から一

次側熱量を推定 

 

（５）地中熱利用計測技術 地中熱管外熱量計測 

 既存設備において、配管工事を伴わずに熱量計測が可能である管外設置型計測センサーによる熱

量計測技術開発を実施し、±20%誤差未満を達成した。計測コストは低減できる見通しを得た。 

 また、ヒートポンプ機内計測値をもとにした熱量推定技術 は、地中熱導入済み物件にて従来計

測との比較計測を実施し、年間の熱量積算値の計測誤差 20%未満を確認した。コストについては、

低減の見通しを得た。 

 

（６）雪氷熱利用計測技術 冷風循環設備対応熱量計測 

 自然氷を雪氷熱源とするアイスシェルター内の利用熱量を温度･湿度･風量から計測する簡易計測

手法について実証研究を行い、簡易計測（エンタルピー差法）において、目標値を達成した（誤差

±１０％以内）。また、コスト低減の見通しを得た。 
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投稿論文 「査読付き」６件、「その他」１件 

特  許 「出願済」０件、「登録」０件、「実施」０件（うち国際出願０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等）

(集計中） 

「研究発表・講演」５１件、「新聞・雑誌等への掲載」９件、「展示会への出

展」４２件 

Ⅳ．実用化・事業

化の見通しに

ついて 

 熱利用計測における低コスト簡易計測システムの信頼性向上を確立し、グリーン熱証書の利用な

ど環境価値の経済価値化に向けた取り組みに貢献できる。また、平成２６年４月１１日に閣議決定

された「エネルギー基本計画」の中で利用拡大すべき再生可能エネルギーとして、太陽熱、地中

熱、雪氷熱等があげられている。本事業にて、上記再生可能エネルギー熱利用の普及拡大への貢献

等が期待できる。 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 平成２３年６月 作成 

変更履歴 なし 

6



7



( )

8


	【セット】資料3-1評価概要_熱利用
	【セット】資料3-1別添_熱利用



